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要 旨 人は，同じ現象や物をみても同じように認識するとは限らない．みる人の背景にある
知識や観察力によって，異なる認識をすることがおこりえる．そのため，異なる専門

職が互いにわかり合うということは難しい．とくに，医療の現場は，専門職の集団が結集した場
の最たるものであり，専門性の追求が進むほど職種間にコミュニケーション・ギャップが生じや
すくなるため，そのギャップを埋め合うか共感・共調し得るように意識されたコミュニケーショ
ン・スキルを学ぶ必要性が生じる．互いにわかり合えないことを前提と考えれば，コミュニケー
ションを工夫し，新しい価値を創造しながら共感していくためにはどうしたらよいかを探らなけ
ればならない．
　複合的な課題を抱える地域共生社会への対応が増える中，多職種協働で地域住民を支えるため
には，多職種間で行うチーム・コミュニケーション・スキームを上手く進めていくことが重要で
ある．そのためには同じ事実を共有認識し，どのような考えを根拠として，どのように行動する
べきか，この３つの視点を見える化し，共感・共調し合う姿勢と連携のためのスキームを専門職
らが育成していかなければならない．高齢になっても，認知症になっても，介護が必要な状態に
なっても，病気になっても，障害を持っても，できる限り住み慣れた地域で暮らしたいと思って
いる国民を支えるためには，多職種が協働して患者や利用者を満足させる医療・看護・介護・福
祉・行政の新たなサービスを提供できるようなコミュニケ―ション・スキルが不可欠なのである．

キーワード　コミュニケーション・ギャップ，地域共生社会，多職種協働， 
　　　　　　チーム・コミュニケ―ション・スキーム

はじめに

　近年，医療・看護・介護・福祉の各分野において，
専門職の高度化･複雑化，さらには地域包括ケアシ
ステムの構築，地域共生社会の実現，多職種連携の

実践１）といった新たな変化がおきている．複合型
サービスに関わるさまざまな職種と協働する機会も
増加しており，とくに医療システム，すなわち医療
チームにおいては高度化と専門化が進み２），一方で
希薄になっているのが他職種との関係性である．こ
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こでは，地域共生社会の実現を目指し，医療・介護・
福祉・保健・行政のパフォーマンスを向上させるた
めに，多職種連携におけるチーム・コミュニケ―ショ
ン・スキルの重要性について述べる．

１．多職種連携の近年動向

　世界保健機関（WHO）は，世界に先駆けて多職
種連携の必要性を示し，1980–1990年代にかけて多
職種連携や多職種連携教育に関する重要な報告書を
提示してきた．この頃のアメリカやイギリスでは，
高齢化にともなうさまざまな健康と生活の課題や保
健医療・社会福祉の対応策として，多職種連携が注
目され，政策あるいは研究が積極的に推し進められ
てきた３）．しかしながら，多職種連携に関する日本
の関心は想定外に低く，あまり注目されなかった．
　戦後の日本では，医師と看護職に加えてリハビリ
テーション専門職などの新しい医療職や医療ソー
シャルワーカーなどの社会福祉職が台頭してきた
が，医師以外の専門職が医師と同等の立場で連携す
ること自体はなかなか受け入れられる状況になかっ
た．医師だけでなく他の専門職においても，連携の
必要性への理解が乏しかったと考えられる．状況が
劇的に変わってきたのは最近のことであり，その背
景には，欧米先進諸国と同様，高齢化の波による人
口構造や健康問題の変化があった．中でも超高齢多
死社会に突入した日本は，要介護高齢者の介護支援
や在宅医療への取り組み，医療費削減といった将来
の課題が山積みとなり，多職種連携が必要不可欠な
ものとなっている．国策として，2014年７月から「医
療介護総合確保促進会議」を毎年開催しており，消
費税増収分を活用した地域医療介護総合確保基金を
各都道府県に設置，平成26年11月に総合確保基金の
交付決定が下され，多職種連携自体が財源化された
ことは記憶に新しい．現在，各都道府県は都道府県
計画に基づいて医療介護総合確保促進事業を実施し
ていかなければならない．WHOは，このような世
界的動向を踏まえて，2010年に多職種連携の教育と
実践のための行動の枠組み４）を発表し，世界的に
連携の重要性を訴えてきた．

２．専門職の特性と異なる価値観

　高度に発展した現代社会は，さまざまな専門職の
集団によって支えられている．そして，固有の価値

観や多文化色は，職種間で大きく異なっている５）．
医療の現場に特有のことではないが，仕事と生活の
両立が叫ばれるようになり，人材の流動性が高まっ
た今日の職場では，ウェットなコミュニケーション
がとりにくくなっていて，組織のパフォーマンスを
維持して機能していくために相応のコミュニケー
ション・マネジメントが必要とされる．筆者は，異
なる職種が互いにわかり合うということは難しいと
考えている．とくに，医療の現場は，専門職の集団
が結集した場の最たるものであり６），専門性の追求
が進むほど職種間にコミュニケーション・ギャップ
が生じやすく，自然に任せておけば互いに排除し合
う７）．互いにわかり合えないことを前提にコミュニ
ケーションを工夫して，業務を確実にしながら新し
いコミュニケーションの価値を創造していくために
はどうしたらよいかを探る必要がある．なにより，
多職種連携のキーとなるのは価値観の異なるさまざ
まな人間の思考ではないかと考えられている８）．

３．チームにおける価値観の尊重と共有

　WHOは，多職種連携を「異なった専門的背景を
もつ専門職が共有した目標に向けて協働すること」
と定義している．実に，連携とは専門職に限らない．
たとえば，高齢者ケアの現場で考えると，医師，看
護職，リハビリテーション専門職，医療ソーシャル
ワーカー，介護支援専門員（ケアマネージャー），
地域包括支援センターの職員，社会福祉機関の職員，
介護保険施設の職員に加えて，民生委員，NPO法
人の職員，ボランティア団体のメンバー，自治会な
どの地域支援者も，高齢者ケアの専門職に包括され
る．
　包括的な視点で捉えた広範囲で質の高いケアを提
供する実践においては，多職種連携がきわめて重要
である９）が，別の見方をすれば，各々の専門職の
倫理綱領を定めなければならないほど，専門職のモ
チベーションは自らの専門性の追求に向かってしま
う傾向がみられる．専門性の追求が進めば進むほど，
職種間にはコミュニケーション・ギャップが生じや
すくなるため，そのギャップを埋め合うか共感・共
調し得るように意識されたコミュニケーション・ス
キルを学ぶ必要性が生じる．日々の現場で思い悩む
こととして，多職種の間で意見が一致せず，何をす
るべきかわからなくなることも多い．そのような場
合には，対立する意見や判断の基盤になっている価
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値観を理解しようと，自分とは異なる価値観やさま
ざまな考えを尊重する姿勢が強く求められる．同時
に，ある専門職は，自らの視点による考えや判断に
ついて他職種の共有理解が得られるように伝えてい
くことも重要なことであり，多職種間で出された意
見から，どこに見解の食い違いが生じているのかな
どを共有しながら，チームとして解決の方向性を
探っていかなければならない．この時，患者および
その家族の意向や自己決定意思については，多職種
チーム全員で理解し，患者または利用者等が中心で
あるという前提を共通認識としなければならない．
その上で，チームの中で支援すべきことを検討し，
専門性を発揮しながら他職種と協働していくことが
重要となる．

４．地域共生社会の実現

　日本の少子高齢のスピード化と経済状況の停滞は
止まらない．高齢者のケアは，従来の介護保険制度
のみでは対応できなくなっている．2012年の介護保
険法改正や2014年の医療介護総合確保推進法制定に
よる新たな仕組みとして，地域包括ケア（住まい・
医療・介護・予防・生活支援の一体的な提供）が推
進されることになった．これら一連の改革の中で常
に求められてきたのは実際のサービス提供における
多職種連携であり，多職種連携が真に中心的スキル
と位置付けられた．多職種連携のスキルアップが利
用者のニーズに応じた地域包括ケア推進の鍵になる
ことは間違いない．
　日本は，平均寿命と健康寿命が共に世界で最も長
い寿命を誇っている．これらは日本人の食生活や日
常の運動，医療の高水準化が可能にしたものであり，
諸外国が日本のライフスタイルに注目している．一
方，日本はOECD加盟国内で最も高齢化の進んだ国
であるにもかかわらず，社会保障費支出は低く抑え
られており，抑えた費用で社会保障のパフォーマン
スを上げていることもまた世界から高い評価を受け
ている．しかし，食の欧米化傾向や和食の塩分過多，
ストレスなど，現代人の不健康は否定できない．ま
た，多世代同居から核家族へと世帯のモデルが変化
しており，地域における独居高齢者の見守りケアは
大きな社会問題へと変化してきた．健康といわれる
日本人だが，三大生活習慣病と呼ばれる脂質異常症・
糖尿病・高血圧の率が高いことも懸念されており，
多くの人に生活習慣を改め，中年期から健診を積極

的に受けるよう呼びかけている．栄養（食と口腔機
能），身体活動（運動や社会活動），社会参加（就労
や余暇活動，ボランティアなど）は，健康寿命のた
めの３つの柱といわれている．健康長寿は社会の合
意となり，健康意識がさらに深まっている．
　今は，高齢者に対する「地域包括ケアシステム」
だけでは適切な解決策を講じることができない新た
な時代である．2016年，国は「地域共生社会」の実
現に向けて，「我が事・丸ごと」地域共生社会実現
本部を設置し，翌年には介護保険法や社会福祉法な
どを改正し，共生型サービスの創設が盛り込まれる
など，着々と新たな方向性を示している．多様なニー
ズに対応するには，さまざまな分野にまたがる総合
的な共生型サービスの提供が不可欠となることか
ら，医療と生活の視点を持つ多職種の役割と連携は
必然的に広がっていかなければならない．国が地域
共生社会を提案する背景には，公的サービスの限界
と少子高齢化がある．高齢者＝介護サービス，障害
者＝障害福祉サービス，子ども＝子育て支援など対
象者ごとにサービスや相談窓口が分けられる“縦割
り”の制度であった．近年では，介護と育児の問題
を同時に抱える人や80代の親と働いていない50代の
子が同居する生活困窮世帯など，複合的な課題を抱
える家族が増えてきている．そのため“縦割り”体
制では十分な対応が困難になるといわれている．制
度のはざまに取り残され，地域から孤立し，問題が
深刻化してしまうことが少なくないことから，課題
解決には公的サービスに加えて地域の力がこれまで
以上に重要になる．地域づくりを進める上で欠かせ
ないのは，多職種間の関係性である．たとえば，サー
ビスの提供者は，健康な高齢者や意欲のある住民お
よび企業などにも視野を広げ，人と人・人と社会資
源をつなぐことにより，公的サービスの対象外の取
り組みにも挑戦していかなければならない．

５．多職種連携のための 
チーム・コミュニケーション・スキーム

　異なる専門職が互いにわかり合うということは難
しい．そもそも専門家とは，他の専門家が持つ価値
観を共感することが難しく，自然に任せれば互いに
排除し合うことも少なくない．このように，互いに
わかり合えないことを前提と考えれば，コミュニ
ケーションを工夫し，新しい価値を創造しながら共
感していくためにはどうしたらよいかを探らなけれ
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ばならない．
　共感・同調するためには，人の考え方を共通の枠
組み，すなわち，何をみたかという事実に対してど
のように働きかけるかの行動を判断するための根拠
をしっかりと共有することが大切となる．たとえば，
同じ場面でアクシデントに遭遇した多職種らの行動
が同じであっても，異なる根拠から行動している場
合には，ケアが進行する中で職種間の行き違いが顕
在化することになる．日常われわれは，他者とコミュ
ニケーションを取るときに行動の根拠までを説明す
ることをあまり必要としない．プライベートなコミュ
ニケーションでは以心伝心で済む場合もあるからで
ある．多職種連携のように，明確に異なる専門性を
持っている多職種同士が協働する場合には，自分が
何をみて事実をどのように認識し，どのような考え
を根拠として，どのように行動するべきかという，
いわば多職種連携のためのコミュニケーション・ス
キームを相互共通のスキルとして学ぶ必要がある．
　人は，同じ現象や物をみても同じように認識する
とは限らない．みる人の背景にある知識や観察力に
よって，異なる認識をすることがおこりえる．観察
しながら何を認識するか，認識したことをどのよう
にまとめるかによって，思考の方向性は異なったも
のになる．ある人が事実だと認識しても別の人に
とっては事実ではないこともある．なぜ現場などで
協働することが多い多職種間で，コミュニケーショ
ンの問題がおこるか．何をみたかという事実をどの
ように認識し，どのような考えを根拠として，どの
ように行動するべきかという，３つの視点の組み立
て方にはさまざまなパターンがある．そのため，連
携に必要な組み合わせのパターンには多職種間で多
くの食い違いがみられる．コミュニケーションが上
手くいかない場合は，認識したものの組み合わせが
どのように違うのかをお互いが冷静に分析し，共感・
共調していかなくてはならない．
　複合的な課題を抱えるケースへの対応が増える
中，多職種協働で地域住民を支えるためには，多職
種間で行うコミュニケーション・スキームを上手く
進めていくことが必要である．そのためには同じ事
実を共有認識し，どのような考えを根拠として，ど
のように行動するべきか，この３つの視点を見える
化し，共感・共調し合う姿勢と連携のためのスキー
ムを専門職らが育成していかなければならない．高
齢になっても，認知症になっても，介護が必要な状
態になっても，病気になっても，障害を持っても，

できる限り住み慣れた地域で暮らしたいと思ってい
る国民を支えるためには，多職種が協働して患者や
利用者を満足させる医療・看護・介護・福祉・行政
の新たなサービスを提供できるようなコミュニケ―
ション・スキルが不可欠なのである．

おわりに

　連携協働がうまくいかないと感じた時こそ，医療・
介護・自治体の間でチーム・コミュニケ―ションの
ギャップ分析とスキーム要素の組み直し作業を行う
ことは，地域共生社会の実現を目指す連携協働のた
めの重要な鍵である．

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．
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The Importance of the Team Communication Scheme Required for
Multi-professionals in the Fields of Medical, 

Nursing, and Welfare : Aiming for a Symbiotic Community

Takayuki Yamaki

Abstract

　When people see the same phenomenon or thing, they do not always recognize it in the same way. Different 

perceptions can occur due to differences in knowledge and observing ability. Therefore, it is difficult for different 

professions to understand each other. In particular, the medical field is a place where different professionals gather. 

Communication gaps are likely to occur between each other. We need to fill that gap and learn conscious communication 

skills that we can empathize with. 

　Assuming that we cannot understand each other, we must devise communication and find out what we can do to 

sympathize while creating new value. It is important to visualize these three perspectives of how to recognize the same 

facts, what kind of ideas should be used as the basis, and how to act, and to construct a good scheme. That skill is 

indispensable for realizing a more inclusive society.


